
はじめに

平成２１年度に文部科学省による「周産期医療環境整備

事業（人材養成環境整備）」に横浜市立大学附属病院の

取組が選定された（表１）．これは大学病院における周

産期医療現場での人材育成支援で，次代を担う若手医師

の教育環境整備や女性医師の勤務継続・復帰支援体制の

充実，医師の過重労働の軽減や大学病院及び地域の周産

期医療体制の構築のために実施するものある（図１）．

神奈川県や横浜市では新生児科医不足と NICU ベッ

ド不足がある．本事業を受け，横浜市立大学附属病院お

よび横浜市立大学附属市民総合医療センターで，周産期

医療現場の改善に取り組んでいる。本稿では，平成２１年

度から２４年度にかけての結果を報告する．

取り組みの結果１：新生児蘇生法の習得

NICU に入院する児の疾患には，①早産児・低出生体

重児や②先天性疾患を持つ新生児がある．そして，③新

生児仮死児も NICU に入院する児の疾患としてはイン

パクトが大きい．出生時に適切な蘇生を受けていれば，

入院に至らずに済んだり，入院後もそれに係る医療資源

や時間を少なくすること，そして何よりも児本人の経過

が順調であることが望める．

そこで，「すべての分娩に新生児蘇生法を習得した医

療スタッフが新生児の担当者として立ち会うことができ

る体制」の確立を目指し，横浜市立大学附属病院および

横浜市立大学附属市民総合医療センターの２病院に勤務

し分娩に立ち会う医療従事者に，新生児蘇生法を習得さ
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要 旨：文部科学省による「周産期医療環境整備事業（人材養成環境整備）」を受け，平成２１年から

２４年にかけて横浜市立大学附属病院では周産期地域医療の改善へ取り組んだ．その結果，①院内で新

生児蘇生法を習得した医療従事者は１８９名になり，安全なお産の提供に寄与した．②小児科で新生児

医療を経験した若手小児科医６０名を育成した．③彼らの活躍で，神奈川県内の三次レベル NICU か

らの転院受け入れ数が増え，それは地域周産期医療へ貢献した．
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図１ プログラムの理念・概要・特色

次代を担う若手医師の教育環境整備や女性医師の勤務継続・復帰支

援体制の充実，医師の過重労働の軽減や大学病院及び地域の周産期

医療体制の構築を目指す．
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